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３１川総庶第１１６６号 

令和２年１月１７日 

教 育 長 様

川 崎 市 長 

令和２年市議会定例会提出議案に係る教育委員会の意見聴取について

（依頼）

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の

規定に基づき、令和２年に開催される市議会定例会及び臨時会に提出を予定する各議案

について、教育に関する事務の部分における貴委員会の意見を求めます。

（参考） 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）（抄） 

 （教育委員会の意見聴取） 

第２９条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分その

他特に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成す

る場合においては、教育委員会の意見をきかなければならない。 

（総務企画局総務部庶務課担当）  
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令和２年度川崎市一般会計補正予算について 

教育費補正額  △23,206 千円 

■補正の内容

１ 歳入歳出予算補正 

 ◆校外行事運営事業費 42,432 千円 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う、修学旅行の中止や延期により発生したキ

ャンセル料について、保護者の経済的負担の軽減を図るため、全額補填するもの 

・小学校分：4,616 千円 

・中学校分：33,097 千円 

・特別支援学校分：338 千円 

・高等学校分：4,381 千円 

  財源内訳： 

一 般 財 源 42,432 千円 

 ◆学校運営費 123,453 千円 

国の補助金を最大限に活用し、夏季休業及び冬季休業の短縮等により、例年では休

業期間となる時期に授業等を実施するため、非常勤講師の人件費を補正するもの 

・小学校管理費：67,583 千円 

・中学校管理費：37,192 千円 

・特別支援学校費：4,567 千円 

・全日制高等学校管理費：9,771 千円 

・定時制高等学校管理費：4,340 千円    計 延べ 785 人 

  財源内訳： 

   国庫支出金 38,650 千円 

一 般 財 源 84,803 千円 

 ◆児童生徒急増対策事業費 △501,787 千円 

東小倉小学校校舎等増築工事の入札が不調になったが、令和４年４月供用開始す

るため、必要整備手法を変更（鉄骨造のリース校舎）することに伴い、増築工事の

事業費を減額するもの 

  財源内訳： 

   国庫支出金 △ 39,775 千円 

市   債 △457,000 千円 

一 般 財 源  △5,012 千円 
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 ◆熱中症対策機器設置事業費 312,696 千円

国の補助金を最大限に活用し、感染症対策を講じつつ、教育環境改善のため、空調

設備が未設置の市立学校体育館に冷風扇を配置するもの 

・１校あたり約６台ずつ（@300 千円） 

  財源内訳： 

   国庫支出金  97,673 千円 

一 般 財 源 215,023 千円 

２ 債務負担行為補正 

単位：千円 

事 項 
補正前 補正後 

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額 

令和２年度家屋等リース経費

（東小倉小学校の鉄骨造のリ

ース校舎に係る経費を計上） 

R2～R7 810,827 R2～R8 1,775,827 
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